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はじめに 

本市では、平成２６年３月に改定した河内長野市職員人材育成基本方針に基

づき、市民から信頼され、多様化・複雑化・高度化する市民ニーズに対応でき、

今後の時代や環境の変化に柔軟に対応できる人材の育成に取り組んでいます。 

一方、人口減少や少子・高齢化の進行、市民ニーズの多様化など、行政課題

は一層高度化しており、その他にも、地方分権改革の進展による権限の増大や

長引く景気低迷などによる厳しい財政環境となっています。 

このようななかで、地方自らが知恵を絞り、地域の資源を活用しながら、独

自のまちづくりを進めていくことが求められており、職員一人ひとりが、行政

のプロフェッショナルとして常に職務に意欲をもって取り組むことはもとよ

り、今後の時代や環境の変化に柔軟に対応できる人材の育成を一層推進してい

くことが必要不可欠となっています。 

また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第

６４号。以下「法」という。）が成立し、女性が自らの意思によって職業生活

を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮して職業生活に

おいて活躍することが一層重要とされているなか、本市においても、河内長野

市職員人材育成基本方針において「女性職員の職域拡大」など女性職員の視点

を活かし、その能力を最大限に活用するものとし、多様な分野への配置を行う

など女性職員の活躍を推進しているものです。 

このような状況を受け、特に本市における女性職員の活躍推進に向けた目

標・取組みを明確にするとともに、職員一丸となって女性職員の活躍推進に全

力で取り組んでいくために、「河内長野市女性職員の活躍推進アクションプラ

ン」を策定いたします。本アクションプランにおいては、取組期間（１０年間）

の目標・取組みを定めるとともに、進行管理を行いながら、より実効性の高い

人材育成を計画的に推進し、職員一人ひとりの能力、意欲、可能性を十分に引

き出し、本市の総合的な組織力を高めていくことに積極的に取り組んでいきま

す。 

なお、本アクションプランは、法第１９条の規定に基づき、河内長野市長、

河内長野市議会議長、河内長野市選挙管理委員会、河内長野市農業委員会、河

内長野市固定資産評価審査委員会委員長、河内長野市代表監査委員、河内長野

市教育委員会、河内長野市消防長、上下水道事業の管理者の権限を行う河内長

野市長が策定する特定事業主行動計画となります。 

 河内長野市長 河内長野市議会議長 

 河内長野市選挙管理委員会 河内長野市農業委員会 

 河内長野市固定資産評価審査委員会委員長 河内長野市代表監査委員 

 河内長野市教育委員会 河内長野市消防長 

 上下水道事業の管理者の権限を行う河内長野市長 



中間見直しにあたって 

 本アクションプランについては、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律の成立を受け、平成２８年４月に策定しましたが、令和３年３月で前期

取組期間として定めていた５年間が経過しました。この間、「働き方」に関す

る社会情勢の変化や法制度の改正など、女性活躍推進に係るさまざまな状況の

変化がありました。 

 今般、その変化への対応を行うため、本市の現状や今後の方向性等も踏まえ

ながら、本アクションプランの中間見直しを行いました。 

 本市におきましては、今後も引き続き、女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律の趣旨を踏まえて、女性職員の活躍推進に取り組んでまいります。 

 

令和４年３月 河内長野市  

 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

本市では、平成 27（2015）年に国連サ

ミ ッ ト に お い て 採 択 さ れ た SDGs

（Sustainable Development Goals-持続

可能な開発目標）「誰一人取り残さない持続

可能で多様性と包摂性のある社会」の実現を

めざし、経済、社会、環境をめぐる幅広い分

野の課題に対して総合的に取り組むこととしています。 

本計画は、SDGs の 17 の目標のうち、次の目標の達成に向けた取り組みを推

進するものです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標３【すべての人に健康と福祉を】 
あらゆる年齢のすべての人々の健康

的な生活を確保し、福祉を促進する 

目標４【質の高い教育をみんなに】 

すべての人々への包括的かつ公平な

質の高い教育を提供し、生涯学習の機

会を促進する 

目標５【ジェンダー平等を実現しよう】 
ジェンダー平等を達成し、すべての女

性及び女子の能力強化（エンパワーメ

ント）を行う 

目標８【働きがいも経済成長も】 

包括的かつ持続可能な経済成長、及び

すべての人々の完全かつ生産的な雇

用と適切な雇用を促進する 

目標 10【人や国の不平等をなくそう】 
各国内及び各国間の不平等を是正す

る 

目標 16【平和と公正をすべての人に】 
平和で包括的な社会の促進、すべての人々への司法へのア

クセス提供、効果的で説明責任のある包括的な制度の構築

を図る 



  
 

 １．取組期間  
 
 

本市女性職員の活躍推進アクションプランの取組期間は、平成２８年４月１

日から令和８年３月３１日までの１０年間とします。 

また、この１０年間を前期・後期に区切り、各期で目標を設定するとともに、

定期的にこの期間の取組みの進捗を検証しながら、必要に応じてその改定を行

うものとします。 

  取組期間：平成２８年４月１日から令和８年３月３１日 

    前期：平成２８年４月１日から令和３年３月３１日（５年間） 

    後期：令和３年４月１日から令和８年３月３１日（５年間） 
 

 
 

 ２．女性職員の活躍推進に向けた体制整備等  
 
 

本市では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、女性職員の

活躍推進検討会議（以下「検討会議」という。）を平成２７年１１月に設置し、

本アクションプランの策定に際して、次のとおり協議等を進めてまいりました。 
 

 平成２７年１１月 検討会議設置、第１・２回検討会議開催 

      １２月 第３・４回検討会議開催、職員への「女性職員の

活躍推進にかかるアンケート」実施 

 平成２８年 １月   第５・６回検討会議開催 

       ２月 第７回検討会議開催、人材育成検討会議との意見

交換実施、職員への特定事業主行動計画（案）へ

の意見募集（庁内パブリックコメント募集）実施 

       ３月 政策検討会議・庁議への付議 
 

今後は、本アクションプランに基づく取組みの実施状況・数値目標の達成状

況の点検・評価等について、各事業主の人事担当部署等が連携して行い、必要

に応じて今後の対策を協議するなど、効果的な施策を推進してまいります。ま

た、必要に応じて本アクションプランの変更・追加も行うこととします。  



 

 ３．女性職員の活躍推進に向けた数値目標等 
 
 

市長部局、市議会事務局、市固定資産評価審査委員会事務局、市選挙管理委

員会事務局、市監査委員事務局、市農業委員会事務局、市教育委員会事務局、

市上下水道事業、市消防本部及び消防署において、それぞれの女性職員の状況

を把握し、改善すべき事情について分析を行いました。その結果、次の項目を

共通する最も大きな課題とし、女性職員の活躍を推進するため、この課題に対

応する目標を次のとおり設定しました。 

なお、目標については、一体的に人事管理を実施している機関（市消防本部

及び消防署を除く機関と、市消防本部及び消防署）における職員全体を対象と

して設定しています。 

 
 
 

  課題とした項目 
 
 
 

管理的地位（課長級以上の職）にある職員に 

占める女性職員の割合 

 

 

  



（１）市長部局・市議会事務局・市選挙管理委員会事務局・市農業
委員会事務局・市固定資産評価審査委員会事務局・市監査委
員事務局・市教育委員会事務局・市上下水道事業における数
値目標等 

  目 標 数 値 
 

管理的地位（課長級以上の職）に占める女性職員の 

割合を１５％以上に 

本市における各役職段階の女性職員の割合を向上させるため、今後必要な

取組みを推進していくとともに、特に管理的地位（課長級以上の職）に占め

る女性職員の割合にあっては、令和７年度までに１５％以上（平成２７年４

月１日時点実績は５．４％、令和２年４月１日時点実績は１０．１％）に引

き上げます。 
  

  目標達成のための取組み 

目標数値を達成するため、次の各項目について前期・後期の各期末時点に

おける目標を設定し、取り組んでいきます。 
   

① 職員の人材育成の推進 

男女が共に能力を発揮できるように、河内長野市職員人材育成基本方針

に基づき、職員の育成を推進します。また、職員を「めざすべき職員像」

に向けて、より一層その成長を促進できるよう「めざすべき職場像」の醸

成も図ります。特に、女性職員の活躍を推進するために、男女共同参画の

意義についての理解の促進を図ります。 

目標 前期・後期 河内長野市職員人材育成基本方針における取組み

の確実な実施 

◘ 男女共同参画の意義の理解を促進するとともに、職員全体の育

成を図るため、同方針に基づいた取組みを確実に進めます。 

◘ めざすべき職員像に向けた職員の具体的な行動である市民への

約束や、職員が育ちやすい、より育成効果の高い職場風土の醸

成を図るための職場行動基準の職員への周知・徹底を図ります。 

取組み ➢同方針に基づいた取組みの実施は当然ながら、検討するとした

取組みについても実施計画に基づき前向きに検討を進めます。 

 ➢男女共同参画の意識啓発や、職場行動基準・市民への約束の定

期的な周知を行うとともに、適時に職場研修等を実施します。  



② 女性職員の配置 

女性職員の視点を活かし、その能力を最大限に活用するため、女性職員

の職域を拡大し、多様な分野への配置を行います。 
 

目標 前期 女性職員の配置割合８５％以上に 

 後期 女性職員の配置割合１００％に 

◘ 女性職員が配置されている課等の割合（以下、「女性職員の配

置率」という。）を、１００％（平成２７年４月１日時点実績

は７７．７％、令和２年４月１日時点実績は９５．１％）にし

ます。 
 

取組み ➢女性職員の配置に際しては、女性職員が配置されていない課等

への配置を優先的に検討します。 

 

③ 女性職員の事務分担 

女性職員の視点を活かし、その能力を最大限に活用するため、多様な仕事

の割振りを行います。 
 

目標 前期・後期 女性職員に事務の主担者を割り振っている課等

の割合を１００％に 

◘ 女性職員（係長を除く係長級以下の職員に限る。この項目で同

じ。）が配置されている課等においては、所属職員に均等に事

務を割り振るよう配慮しながら、当該女性職員に事務の主担者

を積極的に割り振ります（平成２７年４月１日時点実績は９７．

１％、令和２年４月１日時点実績は１００％）。 
 

取組み ➢係長等は、性別に関係なく、係内等の職員に均等に事務を割り

振るよう努めます。 

 ➢係長等は、その課等に女性職員が配置されている場合、その女

性職員に事務の主担者を積極的に割り振るよう努めます。   



④ 役職段階に占める女性職員の割合 
 

女性職員が管理的地位にある職員に昇任するため、その他の役職段階にお

いても女性職員の割合の引上げをめざします。 
 

目標 前期 課長補佐級の職員に占める女性の割合を２５％以上に 

    女性職員の昇任試験の受験率を１５％以上に 

 後期 課長補佐級の職員に占める女性の割合を３０％以上に 

       女性職員の昇任試験の受験率を６５％以上に 

◘ 課長補佐級の職員に占める女性の割合を、３０％以上（平成２

７年４月１日時点実績は１８．９％、令和２年４月１日時点実

績は２６．７％）より引き上げます。 

◘ 女性職員の昇任試験の受験率（係長級昇任試験の対象者数に対

する受験者数の割合。なお、課長級昇任試験は平成２９年度、

課長補佐級昇任試験は令和元年度を最後に廃止しました。）を、

６５％以上（令和 2 年度実績は６３．２％）にします。 
 

取組み ➢人事担当課は、昇任試験を希望しない職員へアンケート等を実

施し、課題の把握に努めるとともに、可能な限りその解消を図

り、昇任試験の受験率向上に努めます。 

 ➢昇任対象者となる職員の所属長等は、面談等を通じ、職員の昇

任への不安等の解消に努め、その意欲向上に努めます。 

 ➢女性職員の昇任への不安を払しょくし、疑問等に答えることで

昇任意欲向上を図るため、管理的地位にある女性職員との意見

交換会等を実施します。 

 ➢河内長野市職員人材育成基本計画に基づき、男性・女性職員が

共にやりがいを感じ、能力を最大限に発揮できるように取組み

を進めるとともに、特に女性職員の能力・意欲向上を目的とし

た研修の実施や外部研修（自治大学校等）への派遣を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



⑤ 女性職員数 
 

女性職員数を拡大し、多様な人材の確保に努めます。 
 

目標  後期 在職者に占める女性の割合を３５％以上に 

◘ 在職者に占める女性の割合を、３５％以上（令和２年４月１日

時点実績は３２．６％）に引き上げます。 
 

取組み ➢女性職員の活躍の状況について市ウェブサイト等において対外

的に広報（市で活躍する女性職員から参加者へ自らの経験等を

伝えるプログラムや面談の機会等）を行い、女性の採用試験の

申込につなげます。 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  ⑥ ワーク・ライフ・バランス 

性別にかかわらず、働きやすい職場環境をめざします。 

目標 前期 年次休暇の取得日数を年間６日以上に 

年間平均時間外勤務時間数を１０％引き下げ 

 後期 年次休暇等※の取得日数を年間１０日以上に 

    年間平均時間外勤務時間数※を３０％引き下げ 

◘ 職員（対象期間内に育児休業等により年次休暇等を取得できない期間を

含む職員を除きます。）の年次休暇等の年間１０日以上（平成２８年実

績は１３．７日、令和２年実績は１７．６日）の取得を促進します。（※

年次休暇等には夏季の特別休暇を含みます。ただし、年間５日以上は年

次休暇を取得します。） 

◘ 時間外勤務手当または休日勤務手当の支給対象となる勤務時間数（正規

の勤務時間を振り替えたことにより生じた時間外勤務手当の支給対象と

なる勤務時間数は除きます。）の職員一人当たりの年間平均時間数を、

平成２６年度の実績（１４２．５時間）より３０％引き下げ、１００．

０時間以下（平成２７年度実績は１２９．１時間、令和２年度実績は９

０．６時間）にします。（※年間平均時間外勤務時間数は、対象期間の

末日に在職する時間外勤務手当の支給対象となる職員数で、時間外勤務

時間数の総数を除したものとします。また、特例業務や他律的業務を除

き、職員個人の年間時間外勤務時間数を３６０時間以内にします。） 
 

取組み ➢所属長は、年間６日（令和３年以降は１０日）以上の年次休暇等を自ら

率先して取得に努め、所属職員にその取得を促すとともに、所属職員か

ら半期等一定期間内の年次休暇取得予定の提出を求めます。所属長は、

所属職員の年次休暇等の取得に困難な状況があれば、事務の割振変更等

必要な調整等を行います。 

 ➢所属長は、所属職員の時間外勤務の年間予定表を作成したうえで、所属

職員の事務執行の状況を適切に把握し、必要な指導や調整等に努めます。 

 ➢人事担当課は、各所属における年次休暇等の取得や時間外勤務時間数の

予定及び実績の状況を調査するとともに、必要に応じて所属長にヒアリン

グを行うなど課題の把握に努め、所属と協力し、その解消を図ります。 

 ➢人事評価制度において、評価者は、事務の効率化に貢献した職員を適正

に評価するよう努めます。 



  ⑦ 男性職員の育児休業取得 

男性職員の育児参加を促進し、仕事と家庭の両立が実現できる働きやすい

職場環境の構築をめざします。 

目標 後期 男性職員の育児休業取得率を５０％以上に 

    男性職員の育児参加休暇等の取得率※を１００％に 

◘ 職員の育児参加を促進し、ワーク・ライフ・バランスの実現を

図ります。 

◘ 男性職員の積極的な育児休業の取得を促進し、育児休業取得率

を５０％以上（令和２年実績は４１．７％）に引き上げます。 

◘ 男性職員の育児参加休暇等の取得率を１００％（令和２年実績

は９１．７％）に引き上げます。（※育児参加休暇等の取得と

は「男性職員の配偶者出産休暇」または「育児参加のための休

暇」のいずれかを取得することをいいます。） 
 

取組み ➢人事担当課は、職員の育児参加を促進するため、子育て支援制

度の周知を行います。 

 ➢育児休業等（特別休暇、部分休業等の出産及び育児に係る制度

を含む。）の取得を希望する職員の所属長等は、職員が安心し

て育児休業等を取得できるよう、業務分担の見直し等を含めた

職場環境の構築に努めます。 

 ➢人事担当課は、職員が育児休業を取得する場合、必要に応じて

代替職員の配置を検討するなど、職場体制の維持に努めます。 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 



（２）市消防本部及び消防署における数値目標等 
 

  目 標 数 値 
  

副主査相当職の職員に占める女性職員の割合を 

１０％以上に 
 

令和７年度までに、女性職員の副主査相当職の職員の割合を１０％以上

（平成２７年 4 月 1 日時点実績は０％、令和２年４月１日時点実績は０％）

に引き上げます。 
  

 目標達成のための取組み 

目標数値を達成するため、次の各項目について前期・後期の各期末時点に

おける目標を設定し、取り組んでいきます。 

 

① 職員の人材育成の推進 
 

河内長野市職員人材育成基本方針に基づいた人材育成を推進します。職

員を「めざすべき職員像」に向けて、より一層その成長を促進できるよう

「めざすべき職場像」の醸成も図ります。特に、男女共同参画意識の醸成

をめざします。 
 

目標 前期・後期 河内長野市職員人材育成基本方針における取組み

の確実な実施 

◘ 男女共同参画意識を醸成するとともに、職員全体の人材育成を

図るため、同方針に基づいた取組みを確実に進めます。 

◘ 職員が育ちやすい、より育成効果の高い職場風土の醸成を図る

ため、職場行動基準の職員への周知・徹底を図ります。 

◘ めざすべき職員像に向けた職員の具体的な行動である市民への

約束の職員への周知・徹底を図ります。 
 

取組み ➢同方針に基づいた取組みの実施は当然ながら、検討するとした

取組みについても実施計画に基づき前向きに検討を進めます。 

 ➢男女共同参画の意識啓発や、職場行動基準・市民への約束の定

期的な周知を行うとともに、適時に職場研修等を実施します。  



② 女性職員の配置 
 

女性職員の視点を活かし、その能力を最大限に活用するため、女性職員

の職域を拡大し、多様な分野への配置を行います。 

 

目標 前期・後期 女性職員の配置割合５０％以上に 

◘ 女性職員が配置されている課等の割合（以下、「女性職員の配

置率」という。）を、５０％以上（平成２７年４月１日時点実

績は３３．３％）に引き上げます。 

 

取組み ➢女性職員の配置に際しては、女性職員が配置されていない課等

への配置を優先的に検討します。 

 

 

③ 女性職員の事務分担 
 

女性職員の視点を活かし、その能力を最大限に活用するため、多様な仕事

の割振りを行います。 
 

目標 前期・後期 女性職員に事務の主担者を割り振っている課等

の割合を１００％に 

◘ 女性職員（係長を除く係長級以下の職員に限る。この項目で同

じ。）が配置されている課等においては、所属職員に均等に事

務を割り振るよう配慮しながら、当該女性職員に事務の主担者

を積極的に割り振ります（平成２７年４月１日時点実績は５

０％、令和２年４月１日時点実績は０％）。 
 

取組み ➢係長等は、性別に関係なく、係内等の職員に均等に事務を割り

振るよう努めます。 

 ➢係長等は、その課等に女性職員が配置されている場合、その女

性職員に事務の主担者を積極的に割り振るよう努めます。   



④ 女性職員数 
 

女性職員数を拡大し、多様な人材の確保に努めます。 
 

目標 前期 職員採用試験の女性申込者数を５％以上引き上げ 

 後期 職員採用試験の女性申込者数を１０％以上引き上げ 

    在職者に占める女性職員の割合を３．２％以上に 

◘ 職員採用試験の申込者に占める女性の割合を、平成２７年度実

績から１０％以上（平成２７年度実績は４．６％、令和２年度

実績は４．８％）引き上げます。 

◘ 在職者に占める女性の割合を、３．２％以上（平成２７年度実

績は１．８％、令和２年度実績は０．９％）に引き上げます。 
 

取組み ➢女性職員の活躍の状況について市ウェブサイト等において対外

的に広報を行います。 

 ➢市職員採用試験実施に向けた説明会を開催します。説明会では、

市で活躍する女性職員から参加者へ自らの経験等を伝えるプロ

グラムや面談の機会等を設けるなど、特に女性の申込者数の向

上を図ります。 

 ➢女性職員による市職員採用面接を実施すべく、女性職員に面接

官として必要な知識等を習得させるための研修を実施し、習得

した者から面接官として配置していきます。 

  



⑤ ワーク・ライフ・バランス 

性別にかかわらず、働きやすい職場環境をめざします。 

目標 前期 年次休暇の取得日数を年間６日以上に 

 後期 年次休暇等※の取得日数を年間１０日以上に 

    年間平均時間外勤務時間数を１０％引き下げ 

◘ 職員（対象期間内に育児休業等により年次休暇等を取得できない期間を

含む職員を除きます。）の年次休暇等の年間１０日以上（平成２８年実

績は８．４日、令和２年実績は１７．５日）の取得を促進します。（※

年次休暇等には夏季の特別休暇を含みます。ただし、年間５日以上は年

次休暇を取得します。） 

◘ 時間外勤務手当または休日勤務手当の支給対象となる勤務時間数（正規

の勤務時間を振り替えたことにより生じた時間外勤務手当の支給対象と

なる勤務時間数は除きます。）の職員一人当たりの年間平均時間数を、

平成２６年度の実績（１０７．０時間）より１０％引き下げ、９６．３

時間以下（平成２７年度実績は１０５．０時間、令和２年度実績は５５．

３時間）にします。（※年間平均時間外勤務時間数は、対象期間の末日

に在職する時間外勤務手当の支給対象となる職員数で、時間外勤務時間

数の総数を除したものとします。また、特例業務や他律的業務を除き、

職員個人の年間時間外勤務時間数を３６０時間以内にします。） 
 

取組み ➢所属長は、年間６日（令和３年以降は１０日）以上の年次休暇等を自ら

率先して取得に努め、所属職員にその取得を促すとともに、所属職員か

ら半期等一定期間内の年次休暇取得予定の提出を求めます。所属長は、

所属職員の年次休暇等の取得に困難な状況があれば、事務の割振変更等

必要な調整等を行います。 

 ➢所属長は、所属職員の時間外勤務の年間予定表を作成したうえで、所属

職員の事務執行の状況を適切に把握し、必要な指導や調整等に努めます。 

 ➢人事担当課は、各所属における年次休暇等の取得や時間外勤務時間数の

予定及び実績の状況を調査するとともに、必要に応じて所属長にヒアリン

グを行うなど課題の把握に努め、所属と協力し、その解消を図ります。 

 ➢人事評価制度において、評価者は、事務の効率化に貢献した職員を適正

に評価するよう努めます。 



 

  

資料編 



■ 女性職員の配置状況 

  配置している職員に占める女性の割合による課等（課・館）の数を表示し

ている。 
  

◆ 消防職員以外 

 

◆ 消防職員 

 

※ 兼務職員は主担当の課等で計上している。 

※ 行政委員会事務局は複数の事務局職員を兼ねる職員で構成しているため、１つの課等

として取り扱う。 

※ 中部都市合同の課等となる広域福祉課及び広域まちづくり課を除いている。 

 

 

 

 

 

0%
0％超

10％未満
10％以上
20％未満

20％以上
30％未満

30％以上
40％未満

40％以上
50％未満

50％以上

平成27年4月1日 45 10 1 5 14 5 3 7

平成28年4月1日 41 4 4 7 10 6 4 6

平成29年4月1日 40 3 3 8 9 7 5 5

平成30年4月1日 40 3 1 10 9 7 4 6

平成31年4月1日 41 2 1 13 9 6 3 7

令和2年4月1日 41 2 3 11 9 6 2 8

時点 所属数

女性職員の配置割合

0%
0％超

10％未満
10％以上
20％未満

20％以上
30％未満

30％以上
40％未満

40％以上
50％未満

50％以上

平成27年4月1日 6 4 1 1

平成28年4月1日 6 4 2

平成29年4月1日 6 4 2

平成30年4月1日 6 4 2

平成31年4月1日 6 5 1

令和2年4月1日 6 5 1

時点 所属数

女性の配置率（％）



■ 役職段階における女性職員数 
 
◆ 消防職員以外 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

部

長

級

副

理

事

級

課

長

級

課

長

補

佐

級

係

長

級

副

主

査

級

一

　
般

課

長

級

以

上

課
長
補
佐
級
以
上

173 1 3 20 69 38 42 4 24

32.2% 5.6% 0.0% 6.0% 18.9% 38.8% 51.4% 40.0% 5.4% 13.3%

平成27年4月1日 537 18 6 50 106 178 74 105 74 180

171 1 0 2 18 67 46 37 3 21

31.9% 5.6% 3.9% 18.2% 37.4% 48.9% 38.9% 4.3% 12.5%

平成28年4月1日 536 18 0 51 99 179 94 95 69 168

171 1 0 3 19 67 46 35 4 23

32.4% 5.9% 5.8% 20.4% 37.9% 43.4% 42.2% 5.8% 14.2%

平成29年4月1日 528 17 0 52 93 177 106 83 69 162

172 2 0 5 21 68 45 31 7 28

33.4% 10.5% 9.6% 25.0% 38.2% 38.8% 47.0% 9.9% 18.1%

平成30年4月1日 515 19 0 52 84 178 116 66 71 155

165 2 0 8 18 64 48 25 10 28

32.8% 10.0% 15.1% 21.2% 39.3% 39.0% 42.4% 13.7% 17.7%

平成31年4月1日 503 20 0 53 85 163 123 59 73 158

160 2 0 5 24 65 45 19 7 31

32.6% 11.8% 9.6% 26.7% 40.4% 35.7% 42.2% 10.1% 19.5%

令和2年4月1日 491 17 0 52 90 161 126 45 69 159

※　上段は女性（内数）、中段は女性が占める割合、下段は総数

区分

月日

職
員
数

職　　　　階　　　　別 管理的地位



◆ 消防職員 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部

長

級

副

理

事

級

課

長

級

課

長

補

佐

級

係

長

級

副

主

査

級

一

　
般

課

長

級

以

上

課
長
補
佐
級
以
上

2 2 0 0

1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0%

平成27年4月1日 110 1 2 8 22 36 19 22 11 33

2 0 0 0 0 0 0 2 0 0

1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0%

平成28年4月1日 110 1 2 8 22 37 18 22 11 33

2 0 0 0 0 0 0 2 0 0

1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.0% 0.0% 0.0%

平成29年4月1日 115 1 2 8 23 39 17 25 11 34

2 0 0 0 0 0 0 2 0 0

1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.7% 0.0% 0.0%

平成30年4月1日 117 1 2 8 22 40 21 23 11 33

1 0 0 0 0 0 0 1 0 0

0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 0.0%

平成31年4月1日 117 1 2 10 22 38 19 25 13 35

1 0 0 0 0 0 0 1 0 0

0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 0.0%

令和2年4月1日 115 1 2 9 23 39 16 25 12 35

区分

月日

職
員
数

職　　　　階　　　　別 管理的地位

※　上段は女性（内数）、中段は女性が占める割合



■ 昇任試験（競争試験）の受験者の総数に占める女性の割合 

 
 

 

■ 採用試験の受験者数に占める女性の割合 
 

◆ 消防職員以外 

 

 

◆ 消防職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

平成27年度 60 48 80% 12 20% 12 11 92% 1 8% 22.9% 8.3% 20.0%

平成28年度 183 125 68% 58 32% 88 69 78% 19 22% 55.2% 32.8% 48.1%

平成29年度 135 81 60% 54 40% 48 37 77% 11 23% 45.7% 20.4% 35.6%

平成30年度 97 52 54% 45 46% 31 24 77% 7 23% 46.2% 15.6% 32.0%

令和元年度 80 36 45% 44 55% 23 16 70% 7 30% 44.4% 15.9% 28.8%

区分

年度

対象者数 受験者数

総数 総数

課長級及び課長補佐級昇任試験　合計（消防職除く）

受験率

合計男性 女性
うち男性の うち女性の うち男性の うち女性の

人数 人数 人数 人数 人数 人数

割合 割合 割合 割合 割合 割合

事務
職員

事務

40%
20

8

32% 45% 31%
初級

56%
34

11
80

36
176

55
25

14

92

33%

女
性

485
151

315
99

282 256
99

34% 39%31% 31%
206

71
上級

女
性

計
女
性

計

令和2年度 令和3年度

職種 区分

採用年度 平成28年度

女
性

計計

平成29年度 平成30年度 令和元年度

女
性

計
女
性

計

人数 人数 人数 人数 人数 人数

割合 割合 割合 割合 割合 割合

61
1

2%

平成29年度

計
女
性

57
4

7%

26
0

0%

令和3年度

計
女
性

15
0

0%

35
1

3%

令和2年度

計
女
性

61
1

2%

40
1

3%

平成30年度

計
女
性

令和元年度

計
女
性

職種 区分

採用年度

69
0

0%

平成28年度

計
女
性

消防
消防
職員

97
8

8%

77
0

0%
207

9

4%

上級

初級 132
5

4%



■ 年次休暇（夏季の特別休暇を含みます。）の取得日数による職員数 
 

◆ 消防職員以外 

※ 対象者は市長部局、非現業の一般職に属する職員 

 

◆ 消防職員 

※ 交代制勤務職員は除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期　間 対象者数 6日未満
6日以上

10日未満
10日以上
20日未満

20日以上
30日未満

30日以上
40日未満

40日以上

平成28年1月1日
～平成28年12月31日

380 41 89 182 60 7 1

平成29年1月1日
～平成29年12月31日

319 25 52 158 75 7 2

平成30年1月1日
～平成30年12月31日

305 20 40 147 88 9 1

平成31年1月1日
～令和元年12月31日

318 2 32 181 92 11 0

令和2年1月1日
～令和2年12月31日

306 2 31 163 104 4 2

期　間 対象者数 6日未満
6日以上

10日未満
10日以上
20日未満

20日以上
30日未満

30日以上
40日未満

40日以上

平成28年1月1日
～平成28年12月31日

21 5 8 8 0 0 0

平成29年1月1日
～平成29年12月31日

19 3 7 8 1 0 0

平成30年1月1日
～平成30年12月31日

21 3 2 14 2 0 0

平成31年1月1日
～令和元年12月31日

20 0 1 16 3 0 0

令和2年1月1日
～令和2年12月31日

21 1 0 12 8 0 0



■ 職員の時間外勤務の状況 

 ◆ 消防職員以外 

 

 

 

 

 

  

 

 

◆ 消防職員 

 年度 年間平均時間数 月平均時間数

平成26年度 107.0 時間 8.9 時間

平成27年度 105.0 時間 8.8 時間

平成28年度 95.5 時間 8.0 時間

平成29年度 88.3 時間 7.4 時間

平成30年度 104.5 時間 8.7 時間

令和元年度 90.6 時間 7.5 時間

令和2年度 55.3 時間 4.6 時間

年度 年間平均時間数 月平均時間数

平成26年度 142.5 時間 11.9 時間

平成27年度 129.1 時間 10.8 時間

平成28年度 130.8 時間 10.9 時間

平成29年度 114.0 時間 9.5 時間

平成30年度 101.2 時間 8.4 時間

令和元年度 90.5 時間 7.5 時間

令和2年度 90.6 時間 7.6 時間


